
継続（R＆D１年目）応募様式（様式Ｃ）

・政策課題解決型技術開発公募

（中小企業タイプ）

提出書類チェックシート（継続（R＆D１年目））

・政策課題解決型技術開発公募（中小企業タイプ）

◆中小企業名

	


◆研究開発課題名

	


共通提出書類

	· 本チェックシート

· 研究活動における不正行為への対応状況確認(P.70)


新規応募課題　提出書類一式（全て提出してください）

	· フェースシート

· 提案の概要
· 自己評価
· 個別研究開発項目の概要

· 新規性、実現可能性、導入効果・事業化計画について

· 研究開発年次計画・経費の見込み

· 研究課題の予算
· 所要経費の実績及び見込額
· 研究者等データ
· 参加者名簿

· 建設技術研究開発費補助金承諾書

· 建設技術研究開発費補助金承諾書（共同研究者の所属機関用）

· 本研究開発に使用することを予定している主な既存設備
	様式Ｃ－１

様式Ｃ－２

様式Ｃ－３

様式Ｃ－４

様式Ｃ－５
様式Ｃ－６

様式Ｃ－７

様式Ｃ－８

様式Ｃ－９

様式Ｃ－１０
様式Ｃ－１１

様式Ｃ－１２

様式Ｃ－１３


	· 定款および財務諸表

· 自ら実施できる能力を有する機関であることを証明する資料

（研究開発施設、事務所所在地、研究施設の概要、近年の学会等研究開発活動に関する報告書等）

· 間接経費の使途に関する規程類、または直近年度の決算報告書等


【研究活動における不正行為への対応状況確認】
　国土交通省の策定した「競争的資金等に係る研究活動における不正行為への対応指針（平成１９年８月３０日策定）」の第３章１．不正行為の発生防止及び発生に備えた体制整備等のうち（１）体制整備等に記載した内容について、以下の項目に記載してください。
１．体制整備等に関する状況について
　（□にチェックするとともに、規程等を添付すること）
　□研究活動に係る倫理規定、行動規範等を策定している
　□その他の類似規程等を策定している
　（名称を記載　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　□策定していない
２．策定していない場合にはその理由を記載すること
	


（様式Ｃ－１）
平成２５年○月○日

フ　ェ　ー　ス　シ　ー　ト（継続（Ｒ＆Ｄ１年目））
	

	政策課題解決型技術開発公募中小企業タイプ

	研究開発課題名
	

	今年度交付希望額
	（（例）5,200千円）

	

	交付申請者（中小企業）

	名称
	○○建設株式会社


	住所
	（〒○○○－○○○○）

東京都港区○○５－３－２

	企業

代表者名
	例）代表取締役社長　○○○○

	研究代表者
	

	ふりがな

氏　　名
	こくど　たろう

国土　太郎
	役職名
	○○部○○課○○

	連絡先
	（〒○○○－○○○○）

東京都港区○○５－３－２
	TEL：０３-○○○○-○○○○

	
	
	FAX：０３-○○○○-１２３４

	
	
	E-mail：t.kokudo@oo.jp


※研究代表者とは中小企業内において実質的に研究に携わる研究者の代表を意味する。（事務局からの連絡については研究代表者に行います）

（様式Ｃ－２）

提案の概要
[image: image1.emf]（１）○○モデルの開発

現場での試行

（２）○○データベースの開発

（３）○○解析システムの開発

（４）○○設計システムの開発

実用化へ

（１）○○モデルの開発

現場での試行

（２）○○データベースの開発

（３）○○解析システムの開発

（４）○○設計システムの開発

実用化へ


※以下の［１．研究開発の概要・目標］、[２.研究開発の概要図]についてはA4で１枚、その他は枚数制限無しで簡潔かつ要領よくまとめて記述して下さい。

１．研究開発の概要・目標
（１）研究開発課題名

	○○骨材反応の○○による計測・補修システムの開発


（２）研究開発の概要

	土木構造物の○○反応によるコンクリートの劣化因子である○○を効率的・効果的に計測・補修するため、○○による計測システムを開発する。・・・・・・

（課題の概要を分かりやすく記載してください。）


（３）研究開発の目標

	１）○○の計測システムのモデルを構築する。

２）構築した計測システムの精度を○％以上まで向上させる。

（研究開発期間終了時に達成可能な目標を具体的に（数値的目標等）記載してください。）


（様式Ｃ－２）

２．研究開発の概要図

	
· F/S結果を踏まえ、提案いただいた研究開発課題の全体概要が分かるよう、F/Sと技術開発との関連及び違いを含めてフロー図にまとめてください。

（例）
平成２４年度

平成２５年度

平成２６年度


（様式Ｃ－２）

３．事前調査（F/S）の内容・結果等 

（１）F/Sの目的・内容・実施体制
	※F/S応募段階の内容を簡潔に記載


（様式Ｃ－２）

（２）F/Sの結果
	現時点におけるF/Sの結果について、ポンチ絵などを用い、わかりやすく記述してください。



（様式Ｃ－２）

	


（様式Ｃ－２）

（３）今後解決すべき課題
	F/S結果を踏まえた、実用化に向けて今後解決すべき技術的課題について記載。


（様式Ｃ－３）
自己評価
	課　題　名：
研究代表者：　氏　名（所属）


＜評価の観点＞

	必要性、効率性及び有効性の観点から、自己評価を行ってください。
＜評価の観点＞

・必要性（科学的･技術的意義、社会的･経済的意義、目的の妥当性等について）
・効率性（計画・実施体制の妥当性等について）
・有効性（目標の達成度、新しい知の創出への貢献、社会・経済への貢献、人材の養成等について）


【平成２４年度におけるF/Sの目的の達成度】

１．目標を十分達成できた

２．概ね目標を達成できた

３．あまり目標を達成できなかった

４．目標を達成できなかった

	（具体的に記入）


【その他特筆すべき点】

	（プロセスの妥当性や副次的成果、次につながる成果等）


【その他に、本制度に対する意見、提案等について】
	（具体的に記入）


（様式Ｃ－４）

個別研究開発項目の概要

個別の研究開発項目毎に、研究開発目標、研究担当者、実施場所及び概要などについて記述してください。

※個別研究開発項目数だけ本様式（様式Ｃ－４）を追加してご記入下さい。枚数の制限はあり

ません。
・研究開発項目名

	（１）○○モデルの開発


・研究開発目標
	○○と○○を容易に選択可能なシステムを開発する。

（研究開発期間終了時に達成可能な目標を具体的に（数値的目標等）記載してください。）


・研究担当者

	氏　　　名
	年齢
	所属（学校名等）

	○○　○○
××　××

	４６
３８


	○□大学大学院○○工学科
△×株式会社□□部




・研究担当者の選出理由
	申請者である○○○○と共同研究者である××××は、平成○年より本システムの開発について共同研究を行っており、深い知見を有しているため。


・研究開発の実施場所
	○大学（△△市）、△×株式会社○○研究所（□□市）


（様式Ｃ－４）

・個別研究開発項目の研究計画・方法
	・研究開発の目標を達成するための具体的な研究計画・方法について平成25年度と平成26年度以降の計画に分けて、適宜文献を引用しつつ、焦点を絞り、具体的かつ明確に記述してください。


	


（様式Ｃ－５）

新規性、実現可能性、導入効果・事業化計画について

研究開発課題の全体について、新規性、実現可能性、導入効果・事業化計画について記載してください。

※枚数の制限はありません。

（１）新規性

	（既存の技術に比べた場合の新規技術研究開発要素、当該技術の優位性等）


（様式Ｃ－５）

（２）実現可能性

	（目標の達成及び実用化が技術的に可能であるか、技術研究開発を実施するだけの技術研究開発計画、技術開発体制を整えているか、研究開発費の費用対効果の妥当性等）



（様式Ｃ－５）

（３）導入効果・事業化計画

	（提案された技術研究開発が実用化となった場合に想定される、具体的な技術開発導入効果（品質確保、工期短縮、コスト縮減、環境への影響、安全性の向上　等）。当該研究開発成果の事業化計画（現場への採用予定や、「地域再生法」に基づく地域再生計画への位置づけ等）等）



（様式Ｃ－６）

研究開発年次計画・経費の見込み
単位：百万円　

· 研究開発期間が３年の場合の例（２年の場合は列を削除してください）

	研究開発項目
	平成２４年度
	平成２５年度　　　　
	平成２６年度

	フェーズ
	F／S
	R&D

	直接経費
	7.00
	4.00
	5.00

	(1)○○モデルの開発

(2) ○○データベースの開発

(3)○○解析システムの開発

	○○の分析

4.50

△△の分析

2.00

　□□の分析

3.50


	○○の開発

2.00

△△システム構築

0.50

□□の開発

1.50


	
○○の検証

2.00

△△の検証

2.00

□□の検証

1.00

	間接経費
	2.10
	1.20
	1.50

	合　　計
	9.10

18.2
	5.20
	6.50

	総　　計
	20.80


（注）　

・Ｈ２４年度には交付額を、Ｈ２５年度、Ｈ２６年度にはＨ２４年度の交付申請書に記載した申請額を記載すること。
・主な研究開発項目毎に記載して下さい（線表の下に見積額を記入する）

・間接経費は、直接経費の３０％相当で計上することになります(P.16)。千円単位を切り捨て、万円単位で記載願います（少数第2位まで記載）。

（様式Ｃ－７）
研究課題の予算
１．全体の内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
研究開発にかかる費用を研究機関及び年度ごとにその内訳（物品費、人件費・謝金、旅費、間接経費、その他）がわかるように記載して下さい。

記載例）

研究費総額　　××千円　　（直接経費　××千円／間接経費　　××千円）

【初年度】事前調査（F/S）
（1）○○モデルの開発　　△△千円

（内訳　物品費○○千円、人件費・謝金○○千円、旅費○○円）

（2）○○データベースの開発　　××千円

（内訳　物品費○○千円、人件費・謝金○○千円、旅費○○円）

（３）○○解析システムの開発

　（内訳　・・・・・）

【二年目】技術開発（R&D）
（１）・・・

２．主な機器設備（物品費）等の内訳

　　　50万円以上の設備品を購入される場合（予定も含む）

　　　品名、仕様、用途、予定金額（千円）、リースに出来ない理由及び選定理由を記載してください。（複数ある場合は表をコピーして下さい）。

	品　　名
	

	仕　　様
	

	用　　途
	

	予定金額（千円）
	

	リース出来ない理由
	

	選定理由
	


３．主な外注費（その他）の内訳
　　　他機関への外注を実施し、委託費を計上される場合（予定も含む）

　　　外注業務名、外注費（千円）、外注内容、外注しなければならない理由を記載してください。（複数ある場合は表をコピーして下さい）。

	外注業務名
	

	外注費（千円）
	

	外注内容
	

	外注しなければならない理由
	


（様式Ｃ－８）

所要経費の実績及び見込額
研究開発課題名（○○骨材反応の○○による計測・補修システムの開発）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

	※研究開発期間が３年の場合の例
	資　金　計　画
	総　額

	実　施　年　度
	２４年度
	２５年度
	２６年度
	

	フェーズ
	F/S
	R&D
	

	経　　費　　見　　込　　額
	総計
	9.10
	5.20
	6.50
	20.80

	
	直接経費
	7.00
	4.00
	5.00
	16.00

	
	物品費
　設備備品費
（内容）

　　（例）〇〇装置
　消耗品費

（内容）

　　（例）〇〇装置
人件費・謝金
　人件費

　謝金
旅費

その他（内訳）

　　印刷製本費

    会議費

　　通信運搬費

　　光熱水料特許関連経費

　　外注費
	3.00

2.00
2.00

1.00
1.00

0.50

0.50

0.50

3.00

0.50

1.00

1.00
0.50


	1.00
1.00
1.00

1.00
1.00

0.50

1.50
0.50
1.00
	3.00

3.00

3.00

1.00

0.50

0.50

1.00

0.30

0.50
0.20
	7.00

6.00
6.00

1.00

1.00

2.50

2.00

0.50

1.00

5.50

0.50

1.80

1.50

0.70

1.00

	
	間接経費（直接経費の３０%相当）
	2.10
	1.20
	1.50
	4.80


（注）
・Ｈ２４年度には交付額を、Ｈ２５年度、Ｈ２６年度にはＨ２４年度の交付申請書に記載した申請額を記載すること。
　　・研究開発全体の所要経費及び項目ごとの所要経費について、見込額を記述してください。

　・間接経費は、直接経費の３０％相当で計上することになります(P.16)。千円単位を切り捨て、万円単位で記載願います（少数第2位まで記載）。

（様式Ｃ－９）
研　究　者　等　デ　ー　タ

１．交付申請者（中小企業）の概要 

（１）略歴

　　（設立日については必ず記入のこと）

（２）企業代表者（役職・氏名）
（３）資本金および上位株主
　　資本金：　　　　　千円

　　株主（上位５位）

	株主の名称
	出資比率
	資本金
	従業員数

	
	○○％
	　　　千円
	　　　名

	
	
	
	

	
	
	
	


（４）従業員数

　　　　　名　（常時使用する従業員の人数を記載してください）

（５）現在の主要事業内容

　　　　（主たる事業として営んでいる業種がわかるように記述してください）

（６）これまでの研究開発・技術開発実績

（様式Ｃ－９）

２．中小企業に所属する研究者
（１）研究代表者（1名のみ）

	氏　　　名
	年齢
	中小企業内の所属

	○○　○○
	４６
	○○部○○課


（２）共同研究者（複数名可）

	氏　　　名
	年齢
	中小企業内の所属

	○○　○○

××　××
	４６

３３
	○○部○○課

○○部○○課


３．共同研究者

　下記欄にその他の共同研究者について全員記載してください。

	氏　　　名
	年齢
	所属（学校名等）

	○○　○○
××　××


	４６
３８


	○□大学大学院○○工学科
△×株式会社□□部




各共同研究者のの選出理由
	申請者である○○○○と共同研究者である××××は、平成○年より本システムの開発について共同研究を行っており、深い知見を有しているため。また、△△△△とは・・・。


（様式Ｃ－９）
研　究　者　デ　ー　タ

※研究に参加する研究者の人数分の様式（様式Ｃ－９）を追加し、作成下さい。

　（研究代表者、共同研究者の全てを作成してください。）
１．氏名・年齢（生年月日）

	ふりがな

氏　　　名
	年齢
	生年月日（西暦）

	こくど　たろう
国土　太郎
	４５
	１９６５年○月２５日


平成25年4月1日時点の年齢

２．（所属機関がある場合）所属機関名・部署名・職名・連絡先

	所属機関名

（勤務先）
	○○大学
	部署名
	工学部　建設工学科

	
	
	職　　名
	教授

	連絡先
	（〒○○○－○○○○）

東京都港区○○５－３－２
	TEL：０３-○○○○-○○○○

	
	
	FAX：０３-○○○○-１２３４

	
	
	E-mail：t.kokudo@oo.ｊｐ


３．最終学歴

	○○○大学　工学科○○博士課程修了


４．研究歴（主な職歴と研究内容）

	年　月
	職　歴
	研究内容

	１９７○．４

１９８○．８
	○○大学助手

○○大学教授
	○○コンクリート材料実験

○○○○検証研究


（様式Ｃ－９）
５．受賞歴、表彰歴

	年　月
	受賞名・内容

	１９８○．８
	○○学会「○○技術研究賞」



６．研究成果等

　・主な研究論文及び著書

	1)
	鉄筋コンリートの内部○○○に関する研究報告（1998～2000年）○○学会○○論文報告集

	・特許等取得件数：　０　　件

・研究成果：研究報告「○○に関する調査報告、○○県」２００１年５月


７．平成25年度における他の競争的資金制度、補助金等からの助成の有無

（財団法人の研究助成事業等、国以外が行っている助成制度も含む。また、現在応募中及び応募予定の課題についても記載すること。）

	研究制度名
	研究開発課題名
	研究資金の額

（単位：百万円）
	研究期間
	ｴﾌｫｰﾄ

	○○制度

（△△省）　
△△制度

（□□省）

	○○に関する研究開発
△△に関する研究開発
（応募中）
	△△
□□
	Ｈ○○～Ｈ○○
Ｈ○○～Ｈ○○
	３０％
２０％



８．本研究開発課題に対するエフォート：

　　　　　　　　　　　　　　　　％

（注）エフォートは当該年度の研究者の全体時間を100％とし、当該研究業務に必要とする時間の配分率を記入して下さい。

（様式Ｃ－１０）
参加者名簿
	研究代表者

	ふりがな

氏　　名
	こくど　たろう

国土　太郎
	生年月日

（西暦）
	１９６５年　○　月２５日

	所属（勤務先）
	

	連絡先
	（〒○○○－○○○○）
東京都港区○○５－３－２
	TEL：    ０３-○○○○-９８７６

FAX：    ０３-○○○○-９８７５

E-mail：　t.koutu@oo.jp


	共同研究者

	ふ　り　が　な

氏　　　　名
	所　　属

（勤務先）
	連　絡　先

	こうつう　たろう

交通　太郎
	○□大学大学院○○工学科
	TEL：　　０３-○○○○-９８７６

FAX：　　０３-○○○○-９８７５
E-mail：　t.koutu@oo.jp

	
	
	TEL：　　

FAX：　　

E-mail：　

	
	
	TEL：　　

FAX：　　

E-mail：　

	
	
	TEL：　　

FAX：　　

E-mail：　


注）研究に参加する研究者全員が記載できるよう本様式（様式Ｃ－１０）を追加して下さい。
（様式Ｃ－１１）

注）本様式は共同研究者が作成する様式です

平成２５年　○　月　○　日

建設技術研究開発費補助金承諾書

代表者

　○○建設株式会社　代表取締役社長　　国土　太郎
研究開発課題名

○○骨材反応の○○による計測・補修システムの開発
（研究開発期間　平成２４年度～平成２６年度）
標記研究開発課題の共同研究者となることを承諾します。

　　　　　　共同研究者　所属機関・職名、氏名、印

　　　　　　○□大学大学院○○工学科
　　　　　　　　　　　　　　　　教授　交通　太郎　　　　　　　　　　　　　　

（注）

１．本承諾書は、共同研究者が上記研究開発課題に関して、代表者との位置関係を明確にするもので、課題提案時に提出するものである。

　　なお、補助金交付内定以降、新しく加わる研究開発組織に加わる共同研究者は、交付申請書又は交付決定内容変更承認申請書（様式は別途指定）とともにその都度提出すること。

２．同一の研究開発課題について、複数の研究者が参加する場合は、共同研究者の所属機関・職名、氏名の欄に連記して差し支えない。

３．e-Rad申請の際は、捺印した書類をスキャニングしてPDF化すること。

（様式Ｃ－１２）

注）本様式は共同研究者が作成する様式です

平成２５年　○　月　○　日

建設技術研究開発費補助金承諾書（所属機関用）

国土交通大臣殿

研究開発課題名

○○骨材反応の○○による計測・補修システムの開発
（研究開発期間　平成２４年度～平成２６年度）

所属機関・職名、氏名

○○大学　工学部　建設工学科　教授　国土　太郎
　当機関に所属する上記の者が、標記の研究開発課題の共同研究者となることを承諾します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所属機関長の職名、氏名　職印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○大学　学長　○○　○○　　　

（注）

１．所属機関長の職名・氏名、職印については、学部長又は研究所等の部局の長が承諾書に関する権限を委任されている時は、これらの部局の長の氏名、職印で差し支えない。

２．本書における「承諾内容」は、下記の通りです。

・当該研究開発を所属機関の業務（公務）の一部として行うこと。

・当該研究開発を実施する際、所属機関の施設を使用すること。

・当該研究開発の実施に際し、所属機関による経理等の事務的支援を受けられること。

３．同一の研究開発課題について、同一の機関から複数の研究者が参加しようとする場合は研究者の所属機関・職名、氏名の欄に連記して差し支えない。

　なお、補助金交付内定以降、新しく研究開発組織に加わる共同研究者は、交付申請書又は交付決定内容変更承認申請書（様式は別途指定）とともに必ず提出すること。

５．e-Rad申請の際は、捺印した書類をスキャニングしてPDF化すること。

（様式Ｃ－１３）

本研究開発に使用することを予定している主な既存設備

（○○骨材反応の○○による計測・補修システムの開発）

（１）○○モデルの開発
	設　備　名
	所　有　機　関

	●△測定器
	〇〇大学

	
	


（２）○○データベースの開発
	設　備　名
	所　有　機　関

	○○材料実験装置
	〇〇大学

	
	


（３）○○解析システムの開発
・　（以下、研究項目毎に使用する既存設備を記載）

　　　

（注）

設備に関しては、必要に応じて適宜説明や参考資料を添付してください。
継続（R&D２年目）応募様式（様式Ｄ）

・政策課題解決型技術開発公募
（中小企業タイプ）
提出書類チェックシート（継続（R&D２年目））
◆中小企業名（企業代表者氏名）
	


◆研究開発課題名

	


◆補助金の支払い調査

	· 各所属機関等において立て替え払いが不可能である（不可能であるなら■とする。）


共通提出書類

	· 本チェックシート

· 研究活動における不正行為への対応状況確認(P.98)


継続応募課題　提出書類一式（全て提出してください）

	· フェースシート

· 研究目標の概要・成果の概要

· 研究開発年次計画・経費の見込み

· 研究課題の予算

· 所要経費の実績及び見込額

· 研究成果実用化等の状況

· 自己評価
· 研究者等データ
· 参加者名簿
· 建設技術研究開発費補助金承諾書
· 建設技術研究開発費補助金承諾書（共同研究者の所属機関用）

· 本研究開発に使用することを予定している主な既存設備
	様式Ｄ－１

様式Ｄ－２

様式Ｄ－３

様式Ｄ－４

様式Ｄ－５

様式Ｄ－６

様式Ｄ－７
様式Ｄ－８

様式Ｄ－９

様式Ｄ－１０

様式Ｄ－１１

様式Ｄ－１２


	· 定款および財務諸表
· 自ら実施できる能力を有する機関であることを証明する資料

（研究開発施設、事務所所在地、研究施設の概要、近年の学会等研究開発活動に関する報告書等）
· 間接経費の使途に関する規程類、または直近年度の決算報告書等


【研究活動における不正行為への対応状況確認】
　国土交通省の策定した「競争的資金等に係る研究活動における不正行為への対応指針（平成１９年８月３０日策定）」の第３章１．不正行為の発生防止及び発生に備えた体制整備等のうち（１）体制整備等に記載した内容について、以下の項目に記載してください。
１．体制整備等に関する状況について
　（□にチェックするとともに、規程等を添付すること）
　□研究活動に係る倫理規定、行動規範等を策定している
　□その他の類似規程等を策定している
　（名称を記載　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　□策定していない
２．策定していない場合にはその理由を記載すること
	


（様式Ｄ－１）

フ　ェ　ー　ス　シ　ー　ト（継続（Ｒ＆Ｄ２年目））

	

	政策課題解決型技術開発公募中小企業タイプ

	研究開発課題名
	

	今年度交付希望額
	（（例）5,200千円）

	

	交付申請者（中小企業）

	名称
	○○建設株式会社

	住所
	（〒○○○－○○○○）

東京都港区○○５－３－２

	企業

代表者名
	例）代表取締役社長　○○○○

	研究代表者
	

	ふりがな

氏　　名
	こくど　たろう

国土　太郎
	役職名
	○○部○○課○○

	連絡先
	（〒○○○－○○○○）

東京都港区○○５－３－２
	TEL：０３-○○○○-○○○○

	
	
	FAX：０３-○○○○-１２３４

	
	
	E-mail：t.kokudo@oo.jp


※研究代表者とは中小企業内において実質的に研究に携わる研究者の代表を意味する。（事務局からの連絡については研究代表者に行います）

（様式Ｄ－２）

研究目標の概要・成果の概要（括弧内に研究開発課題名を記載）

平成２３年度研究開発経費（補助額）：○○百万円

平成２４年度研究開発経費（補助額）：○○百万円
平成２５年度研究開発経費（申請額）：○○百万円
交付申請者：中小企業名（企業代表者）
【研究目標の概要】

· 研究開発の全体目標を記述してください。

【平成２４年度までの研究成果の概要】

· ポイントを整理し簡潔な表現とし、ポンチ絵などを用いて、わかりやすく記述してください

【平成２５年度の研究目標の概要】

· 平成２５年度の研究開発の目標を記述してください。

【平成２５年度の研究内容の概要】

· ポイントを整理し簡潔な表現とし、ポンチ絵などを用いて、わかりやすく記述してください。

（様式Ｄ－２は全部で７枚以内としてください。）

（様式Ｄ－３）
研究開発年次計画・経費の見込み

単位：百万円
	研究開発項目
	平成２３年度
	平成２４年度　　　　
	平成２５年度

	直接経費
	10.00
	4.00
	5.00

	(1)○○モデルの開発

(2) ○○データベースの開発

(3)○○解析システムの開発

	○○の分析

4.50

△△の分析

2.00

　□□の分析

3.50


	○○の開発

2.00

△△システム構築

0.50

□□の開発

1.50


	
○○の検証

2.00

△△の検証

2.00

□□の検証

1.00

	間接経費
	3.00
	1.20
	1.50

	合　　計
	13.00

18.2
	5.20
	6.50

	総　　計
	24.70


（注）　

・Ｈ２３年度、Ｈ２４年度には交付額を、Ｈ２５年度にはＨ２３年度の交付申請書に記載した申請額を記載すること。
・主な研究開発項目毎に記載して下さい。（線表の下に見積額を記入する）。

・間接経費は、直接経費の３０％相当で計上することになります(P.16)。千円単位を切り捨て、万円単位で記載願います（少数第2位まで記載）。
（様式Ｄ－４）
研究課題の予算
１．全体の内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
研究開発にかかる費用を研究機関及び年度ごとにその内訳（物品費、人件費・謝金、旅費、間接経費、その他）がわかるように記載して下さい。

記載例）

研究費総額　　××千円　　（直接経費　××千円／間接経費　　××千円）

【初年度】事前調査（F/S）
（1）○○モデルの開発　　△△千円

（内訳　物品費○○千円、人件費・謝金○○千円、旅費○○円）

（2）○○データベースの開発　　××千円

（内訳　物品費○○千円、人件費・謝金○○千円、旅費○○円）

（３）○○解析システムの開発

　（内訳　・・・・・）

【二年目】技術開発（R&D）
（１）・・・

２．主な機器設備（物品費）等の内訳

　　　50万円以上の設備品を購入される場合（予定も含む）

　　　品名、仕様、用途、予定金額（千円）、リースに出来ない理由及び選定理由を記載してください。（複数ある場合は表をコピーして下さい）。

	品　　名
	

	仕　　様
	

	用　　途
	

	予定金額（千円）
	

	リース出来ない理由
	

	選定理由
	


３．主な外注費（その他）の内訳
　　　他機関への外注を実施し、委託費を計上される場合（予定も含む）

　　　外注業務名、外注費（千円）、外注内容、外注しなければならない理由を記載してください。（複数ある場合は表をコピーして下さい）。

	外注業務名
	

	外注費（千円）
	

	外注内容
	

	外注しなければならない理由
	


（様式Ｃ－５）
所要経費の実績及び見込額

研究開発課題名（〇〇に関する研究開発）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
	※研究開発期間が３年の場合の例
	資　金　計　画
	総　額

	実　施　年　度
	２３年度
	２４年度
	２５年度
	

	経　　費　　見　　込　　額
	総計
	13.00
	5.20
	6.50
	24.70

	
	直接経費
	10.00
	4.00
	5.00
	19.00

	
	物品費

　設備備品費

（内容）

　　（例）〇〇装置
　消耗品費

（内容）

　　（例）〇〇装置
人件費・謝金
　人件費

　謝金
旅費

その他（内訳）

　　印刷製本費

    会議費

　　通信運搬費

　　光熱水料

　　特許関連経費

　　外注費※
　　
	3.00

2.00

2.00

1.00

1.00

3.00

2.00

1.00
4.00

0.50

0.50

0.50

0.50

0.50
1.50
	1.00
1.00
1.00

1.00
1.00

0.50

0.50
	3.00

3.00

1.00

0.50

0.50
0.50

0.50

0.30

0.20
	7.00

2.00

5.00

2.00

2.00

5.00

03.50

1.50

1.00

4.50

0.80

1.00

0.70

0.50

0.50

1.50

	
	間接経費（直接経費の３０%相当）
	3.00
	1.20
	1.50
	5.70


（注）
・Ｈ２３年度、Ｈ２４年度には交付額を、Ｈ２５年度にはＨ２３年度の交付申請書に記載した申請額を記載すること。
・研究開発全体の所要経費及び項目ごとの所要経費について、見込額を記述してください。
・間接経費は、直接経費の３０％相当で計上することになります(P.16)。千円単位を切り捨て、万円単位で記載願います（少数第2位まで記載）。
（様式Ｄ－６）
研究成果実用化等の状況

	課　題　名：
研究代表者：　氏　名（所属）


■研究開発成果としての事業化、製品化など実用化状況・普及状況（予定を含む）

①下記の内から実用化の状況を記載してください。　　　　　　　　　　　

（a.実用化した　b.試行的に実用化した　c.実用化の目処がある　d.実用化の目処は立っていない）
	


②上記回答について、具体的な状況をご記入下さい。

・実用化した場合（a,b）は、事業化、製品化などの状況及び普及状況について。

・実用化の目処がある場合（c）は、具体の時期及び実用化される状況について。

・実用化の目処が立っていない場合（d）は、その理由又は研究により判明した事等について。

	（建設技術研究開発助成制度の研究成果として、実際に活用された具体的事例、またはその予定について記載して下さい。）




（様式Ｄ－６）

 ■特許権等、知的財産権の取得状況

	（特許権、実用新案などの知的財産権の取得状況、出願状況、ライセンシー見込みについて記載して下さい。また、その知的財産の実施件数等について記載願います。）




■研究開発成果による受賞、表彰等を幅広く記載

	（研究開発成果による学会、協会、大学、企業等による受賞・表彰等について記載して下さい。）




■研究成果発表等

	
	原著論文による発表
	原著論文以外の紙上発表
	その他
	合　計
	備　考

	国 内
	件
	件
	件
	件
	

	国 外
	件
	件
	件
	件
	

	合 計
	件
	件
	件
	件
	


上記の各発表について、具体的に下記欄へ記載願います。複数発表されている場合には、主要な研究成果発表を１件以上記載願います。

①原著論文の発表について

	論　　文　　名　　等
	時　期
	発　行

	「○○に関する技術開発」
	平成　年　月号
	○○学会誌

	
	
	

	
	
	


（注：既発表論文について記載し、投稿中の発表については括弧書きで記載のこと。）

②原著論文を除く紙上発表について

（主要雑誌・新聞等）

	雑　　　誌　　　名　　等
	時　期
	発　行

	月刊○○
	平成　年　月号
	○○協会

	○○新聞（朝刊○○面）
	平成　年　月　日
	○○新聞

	（○○技術）
	（第　号）
	（○○センター）


（注：既発表論文について記載し、投稿中の論文については括弧書きで記載のこと。）

（様式Ｄ－６）

③その他

（シンポジウムにおけるパネラーとしての発表や、ポスターセッションなど）

	発　　　表　　　会　　　名
	時　期

	○○に関するシンポジウム
	平成　年　月　日

	○○学会全国大会ポスターセッション
	平成　年　月　日


（注：既に発表した発表会等について記載し、発表予定については括弧書きで記載のこと。）

■その他

	（その他の取り組みについて自由記述）




（様式Ｄ－７）
自己評価
	課　題　名：
研究代表者：　氏　名（所属）


＜評価の観点＞

	必要性、効率性及び有効性の観点から、自己評価を行ってください。
＜評価の観点＞

・必要性（科学的･技術的意義、社会的･経済的意義、目的の妥当性等について）
・効率性（計画・実施体制の妥当性等について）
・有効性（目標の達成度、新しい知の創出への貢献、社会・経済への貢献、人材の養成等について）


【平成２４年度における目標の達成度】

１．目標を十分達成できた

２．概ね目標を達成できた

３．あまり目標を達成できなかった

４．目標を達成できなかった

	（具体的に記入）


【その他特筆すべき点】

	（プロセスの妥当性や副次的成果、次につながる成果等）


【その他に、本制度に対する意見、提案等について】

	（具体的に記入）


（様式Ｄ－８）
研　究　者　等　デ　ー　タ

１．交付申請者（中小企業）の概要 

（１）略歴

　　（設立日については必ず記入のこと）

（２）企業代表者（役職・氏名）
（３）資本金および上位株主
　　資本金：　　　　　千円

　　株主（上位５位）

	株主の名称
	出資比率
	資本金
	従業員数

	
	○○％
	　　　千円
	　　　名

	
	
	
	

	
	
	
	


（４）従業員数

　　　　　名　（常時使用する従業員の人数を記載してください）

（５）現在の主要事業内容

　　　　（主たる事業として営んでいる業種がわかるように記述してください）

（６）これまでの研究開発・技術開発実績

（様式Ｄ－８）

２．中小企業に所属する研究者
（１）研究代表者（1名のみ）

	氏　　　名
	年齢
	中小企業内の所属

	○○　○○
	４６
	○○部○○課


（２）共同研究者（複数名可）

	氏　　　名
	年齢
	中小企業内の所属

	○○　○○

××　××
	４６

３３
	○○部○○課

○○部○○課


３．共同研究者

　下記欄にその他の共同研究者について全員記載してください。

	氏　　　名
	年齢
	所属（学校名等）

	○○　○○
××　××


	４６
３８


	○□大学大学院○○工学科
△×株式会社□□部




各共同研究者のの選出理由
	申請者である○○○○と共同研究者である××××は、平成○年より本システムの開発について共同研究を行っており、深い知見を有しているため。また、△△△△とは・・・。


（様式Ｄ－８）
研　究　者　デ　ー　タ

※研究に参加する研究者の人数分の様式（様式Ｃ－８）を追加し、作成下さい。

　（研究代表者、共同研究者の全てを作成してください。）
１．氏名・年齢（生年月日）

	ふりがな

氏　　　名
	年齢
	生年月日（西暦）

	こくど　たろう
国土　太郎
	４５
	１９６５年○月２５日


平成25年4月1日時点の年齢

２．（所属機関がある場合）所属機関名・部署名・職名・連絡先

	所属機関名

（勤務先）
	○○大学
	部署名
	工学部　建設工学科

	
	
	職　　名
	教授

	連絡先
	（〒○○○－○○○○）

東京都港区○○５－３－２
	TEL：０３-○○○○-○○○○

	
	
	FAX：０３-○○○○-１２３４

	
	
	E-mail：t.kokudo@oo.ｊｐ


３．最終学歴

	○○○大学　工学科○○博士課程修了


４．研究歴（主な職歴と研究内容）

	年　月
	職　歴
	研究内容

	１９７○．４

１９８○．８
	○○大学助手

○○大学教授
	○○コンクリート材料実験

○○○○検証研究


（様式Ｄ－８）
５．受賞歴、表彰歴

	年　月
	受賞名・内容

	１９８○．８
	○○学会「○○技術研究賞」



６．研究成果等

　・主な研究論文及び著書

	1)
	鉄筋コンリートの内部○○○に関する研究報告（1998～2000年）○○学会○○論文報告集

	・特許等取得件数：　０　　件

・研究成果：研究報告「○○に関する調査報告、○○県」２００１年５月


７．平成25年度における他の競争的資金制度、補助金等からの助成の有無

（財団法人の研究助成事業等、国以外が行っている助成制度も含む。また、現在応募中及び応募予定の課題についても記載すること。）

	研究制度名
	研究開発課題名
	研究資金の額

（単位：百万円）
	研究期間
	ｴﾌｫｰﾄ

	○○制度

（△△省）　
△△制度

（□□省）

	○○に関する研究開発
△△に関する研究開発
（応募中）
	△△
□□
	Ｈ○○～Ｈ○○
Ｈ○○～Ｈ○○
	３０％
２０％



８．本研究開発課題に対するエフォート：

　　　　　　　　　　　　　　　　％

（注）エフォートは当該年度の研究者の全体時間を100％とし、当該研究業務に必要とする時間の配分率を記入して下さい。

（様式Ｄ－９）
参加者名簿

	研究代表者

	ふりがな

氏　　名
	こくど　たろう

国土　太郎
	生年月日

（西暦）
	１９６５年　○　月２５日

	所属（勤務先）
	

	連絡先
	（〒○○○－○○○○）
東京都港区○○５－３－２
	TEL：    ０３-○○○○-９８７６

FAX：    ０３-○○○○-９８７５

E-mail：　t.koutu@oo.jp

	共同研究者

	ふ　り　が　な

氏　　　　名
	所　　属

（勤務先）
	連　絡　先

	こうつう　たろう

交通　太郎
	○□大学大学院○○工学科
	TEL：　　０３-○○○○-９８７６

FAX：　　０３-○○○○-９８７５
E-mail：　t.koutu@oo.jp

	
	
	TEL：　　

FAX：　　

E-mail：　

	
	
	TEL：　　

FAX：　　

E-mail：　

	
	
	TEL：　　

FAX：　　

E-mail：　

	
	
	TEL：　　

FAX：　　

E-mail：　

	
	
	TEL：　　
FAX：　　
E-mail：　

	
	
	TEL：　　
FAX：　　
E-mail：　

	
	
	TEL：

FAX：　　
E-mail：　


注）研究に参加する研究者全員が記載できるよう本様式（様式Ｄ－９）を追加して下さい。
（様式Ｄ－１０）

注）本様式は共同研究者が作成する様式です

平成２５年　○　月　○　日

建設技術研究開発費補助金承諾書

交付申請者の所属機関・職名、氏名

　○○大学　工学部　建設工学科　教授　国土　太郎
研究開発課題名

○○骨材反応の○○による計測・補修システムの開発
（研究開発期間　平成２３年度～平成２５年度）
標記研究開発課題の共同研究者となることを承諾します。

　　　　　　共同研究者　所属機関・職名、氏名、印

　　　　　　○□大学大学院○○工学科
　　　　　　　　　　　　　　　　教授　交通　太郎　　　　　　　　　　　　　　

（注）

１．本承諾書は、共同研究者が上記研究開発課題に関して、交付申請者との位置関係を明確にするもので、課題提案時に提出するものである。

　　なお、補助金交付内定以降、新しく加わる研究開発組織に加わる共同研究者は、交付申請書又は交付決定内容変更承認申請書（様式は別途指定）とともにその都度提出すること。

２．同一の研究開発課題について、複数の研究者が参加する場合は、共同研究者の所属機関・職名、氏名の欄に連記して差し支えない。

３．e-Rad申請の際は、捺印した書類をスキャニングしてPDF化すること。

（様式Ｄ－１１）

注）本様式は共同研究者が作成する様式です

平成２５年　○　月　○　日

建設技術研究開発費補助金承諾書（所属機関用）

国土交通大臣殿

研究開発課題名

○○骨材反応の○○による計測・補修システムの開発
（研究開発期間　平成２３年度～平成２５年度）

所属機関・職名、氏名

○○大学　工学部　建設工学科　教授　国土　太郎
　当機関に所属する上記の者が、標記の研究開発課題の共同研究者となることを承諾します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所属機関長の職名、氏名　職印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○大学　学長　○□　○○　　　

（注）

１．所属機関長の職名・氏名、職印については、学部長又は研究所等の部局の長が承諾書に関する権限を委任されている時は、これらの部局の長の氏名、職印で差し支えない。

２．本書における「承諾内容」は、下記の通りです。

・当該研究開発を所属機関の業務（公務）の一部として行うこと。

・当該研究開発を実施する際、所属機関の施設を使用すること。

・当該研究開発の実施に際し、所属機関による経理等の事務的支援を受けられること。

３．所属機関長は上記研究者の研究開発課題における立場・役割を交付申請者、共同研究者から選択して記載すること。

４．同一の研究開発課題について、同一の機関から複数の研究者が参加しようとする場合は研究者の所属機関・職名、氏名の欄に連記して差し支えない。

　なお、補助金交付内定以降、新しく研究開発組織に加わる共同研究者は、交付申請書又は交付決定内容変更承認申請書（様式は別途指定）とともに必ず提出すること。

５．e-Rad申請の際は、捺印した書類をスキャニングしてPDF化すること。

（様式Ｄ－１２）

本研究開発に使用することを予定している主な既存設備

（○○骨材反応の○○による計測・補修システムの開発）

（１）○○モデルの開発
	設　備　名
	所　有　機　関

	●△測定器
	〇〇大学

	
	


（２）○○データベースの開発
	設　備　名
	所　有　機　関

	○○材料実験装置
	〇〇大学

	
	


（３）○○解析システムの開発
・　（以下、研究項目毎に使用する既存設備を記載）

　　　

（注）

設備に関しては、必要に応じて適宜説明や参考資料を添付してください。
























○○の技術開発の必要性及び実現可能性の実証





○○の優位性の評価





○○の実験





F/S





○○の技術動向調査








適するものに○印を付けて下さい。





適するものに○印を付けて下さい。
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